
7186 円。民事再生法では 16万 5667 円です。 
 

■地位・体面維持費も最低生活費 
また、国税徴収法には差押え禁止の対象

に、生活保護法の生活扶助費と並んで、最低

生活費（10 万円＋本人含む世帯員✕4500

円）に加えて、「収入にふさわしい地位又は

体面の維持に必要とされる費用」としての

体面維持費（（税金＋社会保険費＋最低生活

費）✕0.2）も差押えの対象外、つまり、最

低生活費として保障されています。 

「生活保護法」以外の法律でも定めてある「最低生活費」 

「福岡民報」（福岡民報社）に掲載された県自

治労連の「標準生計費と最低生計費」を読んで、

最低生活費の考え方が広がりました。 
  

記事は、「生活保護法の他にも、国税徴収法

や民事執行法や民事再生法において、最低生活

を維持するのに必要な金額の範囲で差押え禁

止金額を計算」し、その額は法が定めた最低生

活費だとしています。 
 

注目されるのは福岡県の最賃で計算した場

合、差押え禁止額は国税徴収法では単身で14万 

竹中氏は、5 年前から「マイナンバーカード

と銀行口座を“ひも付け”することを条件に、

「ベーシック（基本）インカム（所得）」を提

唱し、一定の所得制限を設けながら、全国民に

毎月約 7 万円を給付すると述べています。 
 

その代わりに生活保護や年金を廃止する。廃

止した財源でベーシックインカムを行うとい

う構想です。この構想に「それだけではとても

暮らせない」「家賃で多くが消えてしまう」と 

そのために、生活保護利用者の健診受診率は

以前とほとんど変わらず、国保利用者のわずか

1/100に留まったままでした。 
 

そこで、生健会北九州ブロック協議会が「健康

診査率向上」を求め市議会に陳情しました。 

市議会の陳情審査の中で会員の藤沢かよ議員

が、「保護決定変更通知書と健診チラシを同封し

て送付すること」を提案していました。 

柳井議員も「国も電話や手紙の送付などで受

診率向上の取り組みを行う計画」と紹介し受診

率向上の取り組みを求めていました（本紙 34 号

掲載）。 

10月から 3 年連続で生活保護費が引き下げら

れ、その保護変更決定通知が送付されるのに合

わせてチラシが同封され配布されました。 
 

■チラシ配布後ひと月で、昨年の 1年分実施 
 チラシが届けられたとたん「健康診査」を実施

する方が増え、市保護課も「ひと月で昨年 1 年

分の利用がありました」と驚いています。 

「小倉タイムス」誌より 

第 4回 全国「コロナなんでも相談会」 
 

今回も、全国に呼応して北九州会場で相談

会が開催されました。 

相談員 11 名が、4 回線の電話で 34 件の相

談に応じました。北九州だけでなく福岡市・

佐賀・大分・沖縄からも、テレビ、ラジオ、

SNS、チラシなどで相談会を知った方から相談

が寄せられました。 

反発の声もあがっています。 
 

ベーシックインカムの考え方は、憲法 25 条

に規定された国民の生存権などにてらして、

積極的な面も持っています。 

しかし、同時に、いくばくかのベーシックイ

ンカムと引き換えに、現在の生活保護や年金、

医療などの社会保障制度を廃止すれば、国民

生活に深刻な打撃をもたらします。 

このことを最初に市議会で提起した

のは小倉生健会員の柳井誠市議です

（本紙 15号掲載）。 

これを受けて保護課は「生活保護の

しおり」に健康診査について 3 行追加

しましたが、強調はしませんでした。 
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生健会が周知を求めていた、生活保護利用者の「健康診査」 

「チラシ」が配布され、ひと月で昨年 1年分が実施 
    生活保護も年金も廃止して、ひと月 7万円 

「ベーシックインカム」が議論に 

第 39 号  2020 年 11 月 10日 小倉生活と健康を守る会 (全生連 小倉生健会) 北九州市小倉北区愛宕 2-3-6-1毛利方 発行責任者：八記博春 電話：090-1361-0876  fax:093-571-7567 ﾒｰﾙ：yatuki@syd.odn.ne.jp 

菅首相が立ち上げた「成長戦略会議」のメンバーに、総合派遣企業パソナグループ会長の竹中

平蔵氏が含まれています。竹中氏は小泉内閣で規制緩和を進め、格差拡大を招いたと批判されて

いました。 

 

生活保護費引き下げを許さないため、   

不服審査請求を行いましょう 
 

全国で 1 万人の審査請求を目指しています。 

申請のお手伝いは生健会へご連絡ください。 

 

ＮＨＫニュースのたびに、大統領選挙の報道が行われ

るのにもうんざりしますが、トランプ・バイデンの演説

（主張）も必ず紹介されます。しかも、二人の公平さを

保つため？に、一方だけを紹介することはありません。 

 一方、国会から逃げ回っていた菅首相への初の代表質

問は、ニュースでは自民・立憲の質問が少し報道される

だけ、それ以外の質問は、ほとんど報道されませんでし

た。“どこの国の公共放送か”本当に腹が立ちます。 

どこの国の「公共放送」か  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土が戦場になる恐れ  

 

仮に日本が．「敵基地攻撃」に着手すれば、

どのような事態が起こりうるのでしょうか。  

 

■攻撃は反撃招く  

攻撃すれば反撃されるのが軍事の常識です。

敵基地攻撃に踏み切る場合には、 

①相手が反撃不能になるまで徹底的に攻撃し

壊滅状態に追い込む 

②ある程度の反撃（それに伴う日本の国土へ

の被害）を許容するといった選択が迫られま

す。  

 

北朝鮮には中距離弾道ミサイル「ノドン」な

ど、日本を射程圏内に収めたミサイルが無数

に配備されていますが、ほとんどは移動式ラ

ンチャーから発射される可能性が高いとされ

ています。その動きをすべて 24時間態勢で監

視し続けることは容易ではありません。  

 

さらに、北朝鮮は 2016 年と 19年、潜水艦発

射弾道ミサイル（SLBM）を発射。潜水艦の動き

を把握するのはより困難です。これに対処し

ようと思えば、途方もない大軍拡で米軍なみ

の攻撃力を整え、ミサイル基地にとどまらず、

北朝鮮の全土や周辺海域を徹底的に攻撃し、

文字通りの「焼け野原」にする以外にはありま

せん。しかも、相手に反撃の余地を与えないた

めには、03 年のイラク戦争のように、大量攻

撃を短期間に行う必要があります。それでも、

たえず移動するミサイルを一気に破壊するこ

とは不可能です。  

 

柳沢協二・元内閣官房副長官補は都内での

講演で」「100％たたくことができなければ、

必ず報復される」と指摘。国土が戦場になり、

日本が相手に行ったのと同様、全土が攻撃対

象になり、民間人に多数の犠牲者が発生しま

す。しかも、北朝鮮は核保有国です。敵基地攻

撃の先に待っているのは破滅です。  

 

さらに重大なのは、自衛隊の敵基地攻撃能

力は、安保法制の下、米軍と一体化し（事実上、

米軍の一部に組み込まれる危険がきわめて高

いことです。  

 

たとえば米中間で軍事的な危機が発生し、

それが「存立危機事態」として認定された場合、

日本が攻撃を受けていない場合でも、集団的

自衛権の行使に踏み切り、相手の基地を攻撃

する可能性は排除されていません。  

 

■対処から対話へ  

米国・ロシアの中距離核戦力（INF）全廃条

約の失効（2019 年 8 月）に伴い、北東アジア

におけるミサイル開発競争が新局面に入りま

した。  

 

これに加え、日本を含む各国で、従来の弾道

ミサイルとは全く異なる、低高度をマッハ 5以

上で飛行し、軌道も自在に変えられる「極超音

速兵器」の研究・開発が進められています。中

ロはすでに実戦配備を進めており、米国は 23

年の配備を目指しています。日本も「島しょ防

衛用」と称して研究を進めていますが、現状で

はいずれの国でも、「極超音速ミサイル防衛」

網を確立するメドは立っていません。いった

ん戦端が開かれれば攻撃しあうしかない、危

険な状況なのです。  

 

では、どうすればいいのか。柳沢氏は「先に

ミサイルを撃とうとする側には、必ず動機が

ある。撃ち落とそうとするより、動機をなくす

ための外交努力の方が、はるかに合理的だ」と

指摘します。  

 

ミサイル「対処」から、ミサイルの危険をな

くすための対話ヘ。日本が取るべき道は敵基

地攻撃ではなく、外交努力であり、「抑止力」

のための軍拡から、軍縮への転換です。 
 

（「しんぶん赤旗」の記事より転載） 

 

政権が検討する「敵基地攻撃」を考えてみませんか？ 
生活保護の加算や一時扶助費早見表（2020年 10月変更分） 

   生活保護をご利用のかたは、このページを保管し活用ください。 

北九州市作成 


